
【参考】個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号） 

 

 

（開示請求の手続） 

第77条 開示請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第３項において「開示請求書」という。）を行

政機関の長等に提出してしなければならない。 
一 開示請求をする者の氏名及び住所又は居所 
二 開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政文書等の名称その他の開示請求に係る保有

個人情報を特定するに足りる事項 
２ 前項の場合において、開示請求をする者は、政令で定めるところにより、開示請求に係る保有個人

情報の本人であること（前条第２項の規定による開示請求にあっては、開示請求に係る保有個人情報

の本人の代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出しなければならない。 
３ 行政機関の長等は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者（以下こ

の節において「開示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができ

る。この場合において、行政機関の長等は、開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよ

う努めなければならない。 
 
（開示請求に対する措置） 

第82条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示するときは、その旨の

決定をし、開示請求者に対し、その旨、開示する保有個人情報の利用目的及び開示の実施に関し政令

で定める事項を書面により通知しなければならない。ただし、第62条第２号又は第３号に該当する場

合における当該利用目的については、この限りでない。 
２ 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しないとき（前条の規定により開示

請求を拒否するとき、及び開示請求に係る保有個人情報を保有していないときを含む。）は、開示を

しない旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 
 

 


